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第２ 調査研究成果 

テーマ「放射性物質対策の効果持続性の把握」 

 

河川敷等における除染効果持続性の検証 

 

１．背景 

東京電力福島第一原子力発電所事故により、大量の放射性物質が大気中に放出され、

周辺地域が広範囲に汚染された。環境汚染への重要な対策の一つとして、外部被ばくリ

スクを低減するための除染が行われた。除染は、住宅、公共施設、道路等の生活空間を

中心に実施されたほか、河川や湖沼等の水環境では、河川敷の公園も除染された 1）。そ

の他にも、河川や湖沼のモニタリング、水道水の検査、ため池の放射性物質対策、環境

動態研究等、県民の安全確保や不安軽減のために、国、地方公共団体、研究機関等にお

いて、水環境における様々な放射性物質対策が講じられている。 

河川敷等においては汚染状況の事前調査を踏まえた表土除去が空間線量率の低減に

有効であることと等をフェーズ 1において示した。一方、河川敷においては出水等に伴

う土砂の侵食・堆積を通じた空間線量率の変動がみられることから、除染後の効果持続

性の検証や空間線量率の変動要因の評価等が重要である。そこで福島県環境創造センタ

ーでは、2019 年からのフェーズ 2 においては引き続き除染実証試験の効果持続性を検

証するとともに、河川公園を対象として空間線量率逓減に関わる各種要因の寄与を時空

間的に検討した。今回、これらの概要をまとめた。 

 

２．実施内容及び方法 

２．１．河川敷における除染効果持続性の検証 

２．１．１．内容 

 河川は事故によって環境中に沈着した放射性セシウムの陸域における主要な輸送経

路である。放射性セシウムは土壌粒子と強く結合する性質があり、懸濁態として特に出

水時に輸送された結果、河川敷には放射性セシウムを含む土砂が厚く堆積する場合があ

る。フェーズ 1において河川敷の放射性セシウムの分布状況を踏まえた除染の実施が空

間線量率の低下に有効であることを明らかにしたが、河川敷においては除染後に土砂が

再び堆積し、再汚染が生じる懸念がある。河川敷の植生があると流れの抵抗となって土

砂を捕捉しやすいため、河川敷の管理を終えた後の挙動を知り、必要に応じて適切な対

策をとることが重要である。そこで、除染試験を行った河川敷を対象に試験後 7年間の

経過を調査した。 
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２．１．２．方法 

 実証試験は東京電力福島第一原子力発電所の北西 55 km に位置する阿武隈川の 3 次

支流、上小国川の最下流部で実施した（図 1(a)、(b)）。放射性セシウムの沈着量は 300-

600 kBq/m2（セシウム 134 と 137の合計）である 2）。流域の大部分は森林に覆われ、河

川沿いに農地と宅地が分布している（図 1(b)）。試験区画は総延長 170 m、堤防幅は平

均 15 m、平水時の河道は概ね 2-6 m 幅である（図 1(c)、(d)）。河川左岸は小学校とそ

の通学路、右岸は樹園地であり、高水敷は事故前には小学校の授業等に利用されていた。 

 試験地の変遷を図 2 に示す。2014 年に除染実証試験を行った後、2016 年までは除草

を行い、河川敷の植生を刈り取った。2017 年以降は除草作業をやめ、植生を繁茂させ

た。当センター以外が行った人為的な攪乱として、2018 年に調査地の右岸上流側で災

害復旧工事が行われ、堤防が修復されたほか河川敷の形状が変化した。2019 年及び 2021

年には河川改修工事の一環で、高水敷の掘削作業が行われた。2021 年から 2022 年にか

けて右岸の拡幅工事が行われた。なお、除染実証試験の結果についてはフェーズ 1報告

書及び Nishikiori and Suzuki (2017)3）で詳細に報告されている。 

 継続調査について 2020 年まで試験区間の地表 1 m 高さの空間線量率を、NaI シンチ

レーション式サーベイメータを用いて測定した。また、測定地点の標高を RTK-GPSを用

いて測定し、出水による調査地の標高変化を観測した。高水敷の堆積物の礫を除いた試

料について放射性セシウム濃度を測定し、試料の全重量に占める泥画分（シルトと粘土）

の割合を算出した。 

 

 
図 1 調査地概要 

注：放射性セシウムの沈着量は第 3 次航空機モニタリング（2011 年 7 月 2 日換算）の

結果 2）から作成。高水敷は常時水が流れている河川（低水路）より一段高い敷地を指す。 
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図 2 試験地の変遷 

 

２．２．河川公園における空間線量率の変化 

２．２．１．内容 

 河川敷においては放射性セシウムを高濃度で含む土砂が出水によって堆積すること

で、局所的な放射性セシウムの蓄積とそれに伴う空間線量率の上昇がみられることがあ

る。その一方で、台風のような大きな出水時には堆積土砂の侵食や放射性セシウム濃度

の低い土砂の堆積による遮へいを通じて空間線量率の低下が生じることもある。これを

自然減衰作用と呼ぶ。河川敷における長期的な汚染状況および空間線量率の変化傾向を

捉えるためには、出水をはじめとするイベントの影響を定量的に明らかにする必要があ

る。加えて、出水イベント等による空間線量率の変化は地形や土地利用状況によって空

間的に不均質に生じるため、線量分布を明らかにすることも重要である。本研究では、

2つの河川公園を対象に除染及び台風による出水が公園内の空間線量率に与える影響を

面的に評価した。 
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２．２．２．方法 

 調査は福島県浜通りの新田川下流の河川公園 2 か所で行った（図 3）。公園 A は新田

川本流沿いに、公園 Bは新田川の一次支流である水無川沿いに位置する。水無川は上流

にダムを持つという特徴がある。流域の放射性セシウム沈着量は上流部で高く、1,000 

kBq/m2を超えるが、公園 A で 490 kBq/m2、公園 B で 210 kBq/m2である 2）。面積は公園

A、公園 Bともに 2.7 haである。公園 Aにおいては 2016 年はじめに、公園 Bにおいて

は 2017年に公園内部の除染作業が行われた。南相馬市においては 2015年 9月、2017年

10 月、及び 2019年 10月に台風が到来し、2015年及び 2019年の台風により公園内が冠

水した。公園 A においては 2 度の台風で堤防の一部が損傷した。2019 年の令和元年東

日本台風の後には両公園において多量の土砂の堆積がみられている。なお、令和元年東

日本台風後の調査結果については別章において詳述する。 

2015年 8月より可搬型ガンマ線計測装置（ガンマプロッターH、日本放射線エンジニ

アリング株式会社）を用いて、調査地の地表 1 m高さの空間線量率を測定し、得られた

データを普通クリギングによって補間し、解像度 2 mの空間線量率マップを作成した。 

 

 

図 3 調査地位置図 

注：放射性セシウムの沈着量は第 3 次航空機モニタリング（2011 年 7 月 2 日換算）の

結果２）から作成 

 

２．３．既往の文献との比較 

福島県内には大小さまざまな河川が流れており、上流域の放射性セシウム汚染状況や

出水の様子等が異なっており、当センターの調査をそのまま一般化することは難しい。

そこで、河川敷における空間線量率や堆積土砂の性状等を対象とした論文を収集・整理

し、福島県内における調査地以外の河川敷の状況について検討し、本調査と比較した。 
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３．結果 

３．１．河川敷における除染効果持続性の検証 

 図 4に実証試験後の河川敷の空間線量率の変化を示す。除染エリアにおいては除染実

証試験によって空間線量率は概ね半減し、それ以降継続的に低下した。低下のペースは

放射性セシウムの物理減衰と同程度であり、除染後の汚染の進行は確認されなかった。

一方、非除染エリアにおいては除染エリアよりも空間線量率低下のペースが早かった。

台風（2015 年 9月および 2019年 10月）通過後に空間線量率の低下が大きいことから、

出水による自然減衰の影響と考えられる。 

 植生が繁茂した河川敷への土砂堆積について、2016 年 12月～2017 年 8月の堆積物は

泥画分が若干高く、実証試験から 2016 年冬までの堆積土砂に比べて放射性セシウム濃

度が高かった。ただし、実証試験以前に堆積していた土砂に比べると泥画分、放射性セ

シウム濃度ともに低かった。一方、2017年 12月には 10 月の台風によって厚さ 20 cm程

度の土砂が堆積していたが、堆積土砂は砂質であり放射性セシウム濃度も低かった。除

草を止めて 1年では再汚染が進行するまでには植生が回復しなかったと考えられる。ま

た、台風のような大出水においては植生の土砂の捕捉能力に限りがあった。従って、数

年に一度程度のペースの除草作業によって、ある程度土砂の堆積に伴う放射性セシウム

の再汚染を抑制できることが示唆された。 

 

 

図 4 上小国川調査地の空間線量率の変化 

注）エラーバーは標準偏差を示す。  
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３．２．河川公園における空間線量率の変化の検討 

 図 5 に公園 A における 2015 年 8 月から 2021 年 5 月までの空間線量率変化をマップ

で示す。調査を開始した 2015 年から 2021 年にかけて公園全体で空間線量率が低下し

た。公園内部の差をみると、大きな出水の後には新田川に沿った河川近傍、特に大きな

侵食の生じた公園北東部において空間線量率の低下が著しかった（図 5(b)、(f)）。2015

年の台風通過後には河川敷に砂質土砂が多量に堆積しており、放射線遮へいの効果があ

ったと考えられる。一方、2019 年の台風通過後には河川敷の土砂の一部が流失してお

り、線源の除去による空間線量率の低下が生じていた。 

除染作業の後には、精力的に除染された公園内部のみで空間線量率が低下した（図

5(c)）。また、2020 年 12 月には公園南東の河川沿いにおいて空間線量率の低下がみら

れるが（図 5(i)）、これは台風被害への対応として行われていた河川工事により堆積土

砂が撤去されたことに由来している。河川敷の一部において現在でも放射性セシウムを

含む土砂が堆積している場合があることが明らかとなった。 

空間線量率の中央値の変化を図 6に示す。空間線量率は 3度の台風及び除染作業後に

低下していた。河川公園における空間線量率の低下は主に放射性セシウムの物理減衰、

降雨による放射性セシウムの下方浸透、台風時の侵食・堆積効果、および除染等の人為

的影響が考えられ、2015年 8月～2021年 5月の期間におけるそれぞれの寄与率は 34%、

13%、12%、40%と推定された。公園 Aにおける台風の影響の大きさが明らかとなった。 

 公園 B における空間線量率の変化を図 7 に示す。公園 B は面する河川の規模が小さ

く、また上流にダムがあるためか、2015 年の台風第 18号後の空間線量率変化は僅かで

あった。一方、2019 年の令和元年東日本台風の後には大きく空間線量率が低下してお

り、台風の規模の違いによる影響が表れていた。 
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図 5 公園 Aにおける空間線量率の空間分布変化 
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図 6 公園 Aの空間線量率マップ中央値の経時変化 

 

 

図 7 公園 Bにおける空間線量率の空間分布変化 
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３．３．既往の文献との比較 

 図 8に収集した論文が対象とした調査地を示す。主に汚染が生じた阿武隈川以東にお

いて広い範囲で調査が行われている。震災から数年の間に発表された事故後初期の報告

においては、植生の繁茂する河川敷を中心に放射性セシウムの蓄積に着目した研究例が

みられた 4, 5, 6, 7）。これらの研究では植生の繁茂によって放射性物質が事故直後の沈着

以上に蓄積しており、汚染が進行していることが示された。この結果は当センターがフ

ェーズ 1で確認した、除染実証試験前の河川敷や河川公園における堆積土砂中の放射性

セシウム深度分布や蓄積量の傾向と一致している。 

 一方、2015年に発生した台風第 18号以降の影響を調査した論文においては、出水後

に空間線量率が低下すること 8）、放射性セシウム濃度の低い土砂が地表面に堆積するこ

とで放射線の遮へいが生じること 9）などが示され、出水に伴う空間線量率低下がみられ

るようになっている。JAEA の調査 10)においても河川敷の空間線量率は 2012～2016 年に

かけて低下していることが示されている。加えて、河川水中の放射性セシウム濃度は大

半の河川において継続的に低下していることから 11）、今後も出水に伴い空間線量率が

低下する傾向が持続することと考えられる。 

従って、福島県内の河川において出水に伴って放射性セシウムの再汚染が進行するこ

とは一般的ではなく、むしろ多くの地点においては自然減衰作用によって空間線量率が

低下していくことが予想される。 

 

 

図 8 既往の研究の調査地 

注）多地点調査を行った論文の場合には河川の代表位置 1点で示している 

 

福島第一原子力発電所 
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4. まとめ 

 フェーズ 2においては、河川敷や河川公園において除染後の効果持続性について空間

線量率変化や堆積土砂の性状から検証を行った。河川敷・河川公園ともに空間線量率は

継続的に低下しており、台風等の出水後にも線量率は低下した。これは大規模出水が再

汚染にはつながらないことを示唆している。この傾向は既往の研究ともおおむね一致し

ており他の河川においても空間線量率は低下傾向にあった。以上のことから、河川敷等

においても一度行った除染の効果は比較的維持するものと考えられる。また、除染を行

っていない河川においても、一般的には自然減衰の作用によって空間線量率が低下して

いくことが予想される。 

 なお、本章の内容について、上小国川の河川敷の継続調査結果については Yamasaki 

et al. (2020)12）において公表されている。 
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